
 

 

能代市公告第５３号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第１項及び能代市財政報告

書の作成及び公表に関する条例（平成１８年能代市条例第３９号。以下「条例」とい

う。）第２条の規定に基づき、能代市の財政状況を別紙のとおり公表する。 

 なお、条例第４条第２項の規定に基づき、公表の日から６箇月間、能代市総務部財

政課において閲覧に供する。 

 

 

  平成２２年１１月１１日 

 

                      能代市長  齊 藤 滋 宣    

 



《能代市の財政状況》 （平成２２年９月３０日現在）

【一般会計】

平成２２年度予算額 ２５４億８，５１７万円

平成２１年度からの繰越額 　１０億２，６６２万円

合　計 ２６５億１，１７９万円

＜歳入＞　

収入済額　　　１１９億４，４２４万円

収入率　　　　４５．１％（対前年同期比較　３．７ポイント増）

○歳入予算と収入率 （単位：万円）

前年同期 前年同期

平成２１年度 平成２１年度 収入率 収入率 比　較

からの繰越額 からの繰越額 (％) (％) (ポイント)

地 方 交 付 税 847,347 847,347 573,691 573,691 67.7 66.3 1.4

市 税 608,060 608,060 314,868 314,868 51.8 49.9 1.9

市 債 313,249 41,490 354,739 229 1,030 1,259 0.4 0.0 0.4

予　　　　　算　　　　　額 収　　　入　　　済　　　額

歳　入　科　目
平成２２年度 平成２２年度

　平成２２年度予算の能代市の歳入予算（平成２１年度からの繰越を除く）は、市税が歳入全体の２３．９％、同じく
地方交付税が３３．２％で、この２つで約６割を占めています。また、本市で自由に使途を決められる自主財源は全体
の３０．８％、７８億３，０６４万円で、前年度に比べ１，２２８万円減少していますが、合わせて国庫支出金や市債
なども大きく減少していることから、自主財源の占める割合は１．６ポイント増えております。
　市税の予算に対する実際の収入額の割合は、５１．８％となっており、前年度に比べ１．９ポイント上昇していま
す。

合　　計 合　　計

国 庫 支 出 金 301,843 31,760 333,603 129,486 129,486 38.8 26.2 12.6

県 支 出 金 206,574 15,265 221,839 25,342 1,758 27,100 12.2 11.8 0.4

そ の 他 271,444 14,147 285,591 133,873 14,147 148,020 51.8 60.5 △8.7

2,548,517 102,662 2,651,179 1,177,489 16,935 1,194,424 45.1 41.4 3.7合　　　　　計
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歳入予算歳入予算歳入予算歳入予算とととと収入率収入率収入率収入率 22年度予算額＋21年度からの繰越額

収入済額（グラフ内の数値は収入率）

31億4,868万円

1,259万円

12億9,486万円

2億7,100万円

14億8,020万円

57億3,691万円67.7%

51.8%

0.4%

38.8%

12.2%

51.8%

22億1,839万円

28億5,591万円

（ ）内は２１年度からの繰越額

33億3,603万円

84億7,347万円

60億8,060万円

(4億1,490万円)35億4,739万円

(3億1,760万円)

(1億5,265万円)

(1億4,147万円)



＜歳出＞

執行（支出）済額　　１００億９，５６３万円

執行（支出）率　　　３８．１％（対前年同期比較　０．５ポイント増）

　平成２２年度予算の歳出（平成２１年度からの繰越を除く）の内訳を目的別に見ると、民生費が34.2％、総務費が

13.0％、公債費が11.3％を占めています。

　歳出の主な事業として、保育所施設整備費補助金、中川原地区整備事業費、（仮称）檜山地域拠点施設整備事業費

などがあります。

○歳出予算と執行（支出）率 （単位：万円）

前年同期 前年同期

平成２１年度 平成２１年度 執行率 執行率 比較

からの繰越額 からの繰越額 (％) (％) (ポイント)

民 生 費 872,054 1,166 873,220 306,948 513 307,461 35.2 38.1 △2.9

教 育 費 315,780 72,971 388,751 127,174 49,111 176,285 45.3 25.1 20.2

公 債 費 287,645 287,645 139,137 139,137 48.4 46.9 1.5

総 務 費 330,918 552 331,470 95,735 95,735 28.9 55.2 △26.3

土 木 費 256,565 8,912 265,477 48,469 4,462 52,931 19.9 18.8 1.1

衛 生 費 175,891 8,002 183,893 76,565 240 76,805 41.8 43.2 △1.4

消 防 費 126,663 126,663 60,937 60,937 48.1 48.8 △0.7

そ の 他 183,001 11,059 194,060 94,037 6,235 100,272 51.7 47.0 4.7

2,548,517 102,662 2,651,179 949,002 60,561 1,009,563 38.1 37.6 0.5

予　　　　　算　　　　　額 執　行　（支　出）　済　額

歳　出　科　目
平成２２年度 合　　計 平成２２年度 合　　計

合　　　　　計 2,548,517 102,662 2,651,179 949,002 60,561 1,009,563 38.1 37.6 0.5合　　　　　計
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＜歳入予算の割合＞

（単位：万円、％）

　　　　　　　　　　目 予算額 構成比

608,060 23.9

12,043 0.5

57,381 2.3

自 主 分 担 金 及 び 負 担 金 15,900 0.6

使 用 料 及 び 手 数 料 38,064 1.5

財 源 財 産 収 入 6,183 0.2

寄 附 金 116 0.0

繰 越 金 45,317 1.8

　　　　　　　　　　計 783,064 30.8

847,347 33.2

301,843 11.8

206,574 8.1

313,249 12.3

地 方 譲 与 税 27,800 1.1

依 存 利 子 割 交 付 金 1,200 0.0

配 当 割 交 付 金 100 0.0

株式等譲渡所得割交付金 70 0.0

財 源 地 方 消 費 税 交 付 金 53,000 2.1

ゴルフ場利用税交付金 10 0.0

自 動 車 取 得 税 交 付 金 5,300 0.2

地 方 特 例 交 付 金 7,960 0.4

交通安全対策特別交付金 1,000 0.0

市 税

繰 入 金

諸 収 入

そ の 他

地 方 交 付 税

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

市 債

そ の 他

　前年同期と比較して、自主財源の比率は１．６ポイント
増加しています。市税が９，２６４万円減、使用料及び手
数料が５，７６２万円減など、自主財源の合計では１，２
２８万円減となっておりますが、市債が１３億２，５０１
万円減、国庫支出金が８億１，９３６万円減など、依存財
源も１３億８，４５１万円の大幅な減となっているためで
す。

※繰越額は除いています
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交通安全対策特別交付金 1,000 0.0

　　　　　　　　　　計 1,765,453 69.2

　　　　　　　　　　計 2,548,517 100.0

＜歳出予算の割合＞

（単位：万円、％）

　　　　　　　　　　目 予算額 構成比

475,931 18.7

479,980 18.8

287,645 11.3

1,243,556 48.8

275,184 10.8

1,283 0.1

276,467 10.9

285,258 11.2

27,181 1.1

295,199 11.6

103,749 4.0

2,229 0.1

46,439 1.8

268,439 10.5

2,548,517 100.0

　前年同期と比較して、義務的経費では、人件費が１億
５，８１３万円減、市債を返済する費用の公債費が７，２
７１万円減となっていますが、福祉医療費などの扶助費が
７億４，０５９万円の大幅な増となっています。また、普
通建設事業費が小学校建設がピークを越えたことなどによ
り２９億３７２万円の減などにより、歳出予算全体が１３
億９，６７９万円の大幅な減となっており、義務的経費の
占める比率は４．４ポイント増加しています。
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＜市税＞

（単位：万円、％）

予算額 収入済額 収納率 市民１人当たり・１世帯当たりの納税額

市民税 215,920 96,168 44.5 （平成２２年９月３０日）

個人市民税 174,280 66,500 38.2 　　　　人口 60,370 人

法人市民税 41,640 29,668 71.2 　　　　世帯 24,594 世帯

固定資産税 342,060 188,099 55.0 １人当たり １世帯当たり

軽自動車税 12,430 10,962 88.2 市　民　税 15,930 円 39,102 円

市たばこ税 37,500 19,561 52.2 固定資産税 31,158 円 76,482 円

鉱産税 0 0 0.0 軽自動車税 1,816 円 4,457 円

入湯税 150 78 51.7 市たばこ税 3,240 円 7,954 円

合計 608,060 314,868 51.8

　市税の各税目の収入済額を前年同期と比較すると、固定資産税が６，２３０万円、法人市民税が４，５
７０万円、軽自動車税が２０５万円それぞれ増となっており、個人市民税が３，５８９万円、市たばこ税
が８７３万円、入湯税が７万円それぞれ減となっています。

　１人当たりの納税額を前年同期と比較すると、固定資産税が１，３８２円、市民税が３４６円、軽自動
車税が５５円それぞれ増となっており、市たばこ税が１０６円の減となっています。１世帯当たりの納税
額では、固定資産税が２，５８８円、市民税が４２７円、軽自動車税が８６円それぞれ増となっており、
市たばこ税が３４８円の減となっています。
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収納率



＜市債＞

平成２２年度末市債現在高見込（予算ベース） 市債残高状況（予算ベース）

（単位：万円、％） （単位：万円、％）

残高 構成比 残高 前年比較 前年比

普 通 債 土 木 346,704 12.9 平成１９年度末 2,565,735 △35,528 98.6

農 林 水 産 130,142 4.8 平成２０年度末 2,519,904 △45,831 98.2

教 育 710,689 26.4 平成２１年度末 2,619,694 99,790 104.0

住 宅 51,202 1.9 平成２２年度末 2,693,555 73,861 102.8

商 工 204 0.0

そ の 他 560,456 20.8

1,799,397 66.8

災害復旧債 土 木 9,454 0.4

農 林 水 産 412 0.0

教 育 273 0.0

10,139 0.4

そ の 他 転 貸 債 0.0

減 税 補 て ん 債 94,042 3.5

臨時税収補てん債 19,744 0.7

臨 時 財 政 対 策 債 770,233 28.6

884,019 32.8

2,693,555 100.0合　　　計

区　　　　　分

　市債の残高は前年度末と比較して、７億３，８６１万円（ 2.8％ ）増加しています。この内訳は、臨時財政対
策債が１１億１，７６８万円の増。土木債が１億２，７８８万円の増、教育債が１億２，７７７万円の増、農林
水産債が１億８，６０２万円の減、減税補てん債が１億３，５１４万円の減などによるものです。
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＜一時借入金＞ 借入限度額 ２０億円

借入現在高 　　０円

平成２２年度末市債現在高見込（予算ベース）

12.9%

34億6,704万円

農林水産債 4.8%

13億 142万円61億1,862万円

災害復旧債 0.4%

1億 139万円

臨時財政対策債 28.6%
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普通債 66.8%

教育債 26.4%

71億 689万円

土木債

その他 22.7%

77億 233万円

減税補てん債 3.5%

9億4,042万円

その他 0.7%

1億9,744万



 

 

能代市の管理する財産（平成２２年度末見込） 

土  地  １，７９１ヘクタール 

建  物  ３０万平方メートル 

立  木   ９年生まで  ３万本 

            １０年生以上 ６２万立方メートル 

車  両  １７４台 

出 資 金  ３億４，６６３万円 

有価証券  ６，７７６株 

基  金   ６２億９，７０８万円 

（内 訳）  庁舎建設基金            ９億６，５２８万円 

            ふるさと創生基金              ５億４，０６４万円 

ふるさと人材育成・定住促進奨学基金 ３億６，８４８万円 

福祉基金                    ２億６，６５９万円 

            奨学基金              １億４，４０３万円 

港湾利活用地域振興基金         ５，２５９万円 

      図書館建設基金             ３，７０１万円 

      災害救助基金                    １，７９８万円 

            きみまち恋文基金               ４６万円 

      地域振興基金           １５億６，８００万円 

      財政調整基金                １７億９，５４５万円 

減債基金                           ５億   ５５万円 

            土地開発基金              ４，０００万円 

      ※万円未満四捨五入により基金合計と一致しません。 



【特別会計】

　特定事業の経費や収入を取り扱う会計を特別会計といいます。現在、市には１２の特別会計があり、１２会計の予算額の合計は

９月末現在で以下のとおりになります。

平成２２年度予算額 １６０億３，１７３万円

平成２１年度からの繰越額 　　２億１，８８０万円

合　計 １６２億５，０５３万円

○特別会計予算と収入済額・執行（支出）済額 （単位：万円）

予　　算　　額

特　別　会　計　名 収入済額 収入率 執行率

(％) (％)

簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計 7,952 0 7,952 811 10.2 1,969 24.8

下 水 道 事 業 特 別 会 計 220,551 21,880 242,431 15,986 6.6 90,830 37.5

農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計 1,357 0 1,357 170 12.5 613 45.2

浄 化 槽 整 備 事 業 特 別 会 計 16,405 0 16,405 2,416 14.7 5,758 35.1

浅 内 財 産 区 特 別 会 計 186 0 186 177 95.1 53 28.6

常 盤 財 産 区 特 別 会 計 1,287 0 1,287 616 47.9 184 14.3

鶴 形 財 産 区 特 別 会 計 167 0 167 202 121.1 20 11.9

檜 山 財 産 区 特 別 会 計 231 0 231 270 117.2 26 11.2

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 737,122 0 737,122 262,072 35.6 300,381 40.8

老 人 保 健 医 療 特 別 会 計 221 0 221 138 62.3 7 3.0

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 61,963 0 61,963 18,104 29.2 17,580 28.4

介 護 保 険 特 別 会 計 555,731 0 555,731 230,611 41.5 231,917 41.7

合　　　　　計 1,603,173 21,880 1,625,053 531,573 32.7 649,338 40.0

　※表の各項目は、それぞれ表示単位未満を四捨五入して表示しているため合計と一致しない場合があります。

 執行(支出)
済額

平成２２年度
平成２１年度
からの繰越額

合　　計




